
 1

平成29年度第２回相模原地域地域医療構想調整会議 
 

平成29年10月11日（水） 

相模原市民会館 第２大会議室 

 

開 会 
 

（事務局） 

 定刻となりましたので、ただいまから第２回相模原地域地域医療構想会議を開催させていただ

きます。本日、司会進行を務めます神奈川県医療課地域包括ケアグループの加藤と申します。よ

ろしくお願いいたします。本日の出席者につきましては、委員名簿と座席表のとおりとなってお

ります。また、本日、神奈川県病院協会の八十川委員の代理といたしまして廣瀬様に、相模原市

の小林委員の代理として増田地域医療課長にご出席をいただいております。よろしくお願いいた

します。 

 会議の公開につきまして確認させていただきます。本日の会議につきましては原則公開とさせ

ていただいており、傍聴の方が１名見えておりますので、ご報告させていただきます。なお、審

議速報及び会議記録につきましては、これまで同様、発言者の氏名を記載した上で公開させてい

ただきます。本日の資料につきましては、机上にお配りしております。何かございましたら会議

途中でも結構ですのでお申しつけください。 

 それでは、以後の議事の進行につきまして、竹村会長よろしくお願いいたします。 

（竹村会長） 

 皆さん、こんばんは。お忙しいところお集まりいただきまして、ありがとうございました。ま

た、６日には事前勉強会を行いまして、大勢の委員の先生方、それから県・市の事務局の皆さん、

どうもありがとうございました。医療計画のたたき台ができ上がって、それについて今日は検討

するわけですけれども、そちらでおおむねの説明を受けておりますので、少し細かいところは省

いて、討論の時間を多くとりたいと思いますので、どうぞよろしくお願いします。 

 

議題・報告 
 

（１）第１回地域医療構想調整会議の結果概要について 

（２）年間スケジュールについて 

 

（竹村会長） 

 それでは、まず（１）第１回地域医療構想調整会議の結果概要と、（２）年間スケジュールに

ついて、事務局から説明をお願いいたします。 

 

（事務局より、資料１、資料２に基づき説明） 
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（竹村会長） 

 ありがとうございました。ただいまの事務局の説明につきまして、ご質問やご意見はございま

すか。よろしいでしょうか。それでは、次に移らせていただきます。 

 

（３）第７次保健医療計画素案たたき台について 

 

（竹村会長） 

 続いて（３）第７次保健医療計画素案たたき台について、事務局のほうから説明をお願いいた

します。 

 

（事務局より、資料３－１に基づき説明） 

 

（竹村会長） 

 ありがとうございました。ただいまの事務局の説明あるいは参考資料１のたたき台の内容につ

いて、ご質問やご意見等はございますでしょうか。 

（海野委員） 

 私はこれから周産期医療のワーキンググループや周産期医療協議会にも出席するので、そこで

も意見を述べる機会はあるのですけれども、２ページ目の（３）のところで、小児医療・周産期

医療と災害時の話についてです。私は前から、医療救護計画にも意見を述べたのですが、「災害

時小児周産期リエゾンの配置を検討しつつ」というこの文言、実際の計画でもこの文言のまま、

検討中とすると、今、大震災が起きたときに、災害対策本部にはリエゾンは入れないのです。だ

から、この表現はよくありません。リエゾンという存在はもう既にあるのですから、そのリエゾ

ンが入れることを前提にしてほしい。まだ制度が十分にできていないのはよくわかるけど、そこ

に入れないということになってしまうと書く意味が全くないし、これを３年後に見直すと言って

も、本当にそこで見直せるかという問題もあるので、この文言の書き方を変えてほしいのです。

実際には災害医療コーディネーターや統括ＤＭＡＴの先生たちと、このお考えで進めるわけです

よね。でも、こう書いてあると、これはまだ県として検討中だということになってしまうから、

進まないという問題があると思います。 

 それから、あと小児医療に関連して、たたき台の厚い参考資料を見ていたのですけれども、今

の小児医療は、救急医療体制も問題ですけど、小児科医の今後の養成の問題というのがあるはず

です。今、小児科医を新たに志望する人がどんどん減っているのが日本中の現状であって、そう

いう中で本当に、小児医療体制、小児救急医療体制は、今までのようなやり方でできるのか。特

に神奈川県内でも、横浜とそれ以外の地域の格差はすごくあると思うので、そういうところをも

っとしっかりと記載しないといけません。今日は、病床の話が中心かもしれないけど、５疾病５

事業のところをしっかりしておかないと、それを前提としての病床の議論ですから、そこはちゃ

んとやってください。要するに、疾病の特に事業のところは、作文するだけなら簡単ですけれど
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も、それでは実際には現場は全然改善しないので、そうすると計画の中で書いてあることも実際

に現場を良くしないということになりますから、そういうことを考えていただきたいと思います。 

（事務局） 

 ありがとうございます。災害時小児周産期リエゾン、また小児医療に関しましては、いただい

た意見を持ち帰りまして、実際の記載に当たっては検討させていただきます。 

（竹村会長） 

 それでは、小児救急のほうもぜひお願いします。我々のところもそうですし、県もそうですし、

西部のほうもそうですけれども、皆苦労しておりますので、県として小児科医を配置させるよう

な形での積極的な取組みをぜひ入れていっていただきたいと思います。 

（大井田委員） 

 相模野病院の大井田ですが、今の小児科医の件で。先だって開かれた神奈川県医療対策協議会

でも申しあげたのですが、周産期の医師は産科も小児科も少ないのですが、その中でも、特にＮ

ＩＣＵなど、新生児を扱う医者が非常に少ない。実はこの相模原地区は今かなり厳しい状況で、

大学病院もＮＩＣＵの受け入れを半数に減らして、かつ我々の病院もぎりぎりでやっていますが、

新生児担当の、小児科の医局の先生が少なくなっているのです。 

 実は先だっての協議会のとき、横浜市大の伊藤教授が小児科代表で言われたのが、いろいろな

ご託を並べるよりも、県はお金を出しなさい、ということでしたので、地域医療介護総合確保基

金とか、その辺とあわせて検討してほしい。これは実は喫緊な問題なので、早急なる対策をお願

いしたい。伊藤教授も言われていたのですが、本当に、350グラムの赤ちゃんが、手のひらに乗

るような子たちが来るのを、どうするのですか、あなたたちは考えていますか、亡くなってしま

いますよ、と。 

 特に、海老名の方には小児科医が足りないので横浜市大から非常勤を出したそうですが、相模

原はまだ来ないのです。これは横浜市大にお願いはしましたが、人が足りないということなので

すが、やはり何らかの確保のためのお金を出してほしい。これは周産期のときに立ち会いとか、

いろいろなお金が出ますが、人がいなければしようがないので、そういうことも何らかの保護と

して、この相模原地区を含めたもので考えていただければと思っています。これは多分、全県下

の問題だと思いますが。 

（海野委員） 

 追加させていただくと、医師の働き方改革の問題があります。このたたき台をつくる段階では、

まだそこまで大きく課題となっていなかったかもしれないですけれども、これは、今、医療機関

にも労基署の調査がいっぱい入っていますし、そういう中で対応しなければならない。もちろん

非常に過酷な労働条件で働いてもらって、それで命を助けてもらっているわけですけれども、そ

れを続けられるかどうかということになります。病院からすると、特に病院長の立場だと、これ

以上そういう話が出てくると、診療を制限せざるを得ない。いる人数に応じた診療にシフトダウ

ンしないと、要するに病院として継続できないということになってしまいます。 

 ですから、そうすると本当に人的な要素が、せっかく体制を作って箱物もお金もあるのだけど、

それが実際に機能しない、というか機能しようがないという事態が起こります。そこのところも
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含めて医療計画の中でしっかりと対策を打てるような書き方を考えていただかないと、この先ど

こかで手詰まりになります。我々が手詰まりになって助けてくれという話になったときに、県側

で動けないと本当に困ってしまうと思います。 

（事務局） 

 ありがとうございます。新生児を扱う医師の確保、また医師の働き方改革への対応につきまし

ては、恐縮ですが持ち帰らせていただき、検討させていただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。 

（小松委員） 

 ５疾病などは、この会議以外に、計画の中身について掘り下げていく会議も存在しますけど、

参考資料１のたたき台を見ると、全体的に協議をしていない部分が結構あります。それは結局、

この調整会議の中での意見や、12月に予定されているパブコメなどを反映して作っていくという

流れだと思います。ぜひ委員の先生方、皆さんにお願いしたいのが、看護師の問題や訪問介護ス

テーションの記載、歯科の問題、薬剤師の関わりというものも書いてありますので、できるだけ

自分に関わる部分に関してはよく見ていただきたい。それで団体としての意見を積極的に反映し

ていただかないと、結局、作文として形は整っていても、ということになると思うので、ぜひそ

ういった視点でこれを持ち帰っていただくのがよろしいと思います。 

 中を見ると、例えば85ページの最先端医療のところなどは、世界最高水準の高度の医療を提供

する事業を実施する医療機関は、特別に基準病床を超えてベッドを作っていいとか、いろいろな

ことが書いてあります。これはよく考えると、基準病床数の議論以上に、本質的にいえば一番大

切な部分なので、ぜひ皆さんよく読んでいただいて、自分に関わる部分、現状と違う部分があれ

ば、パブコメなどで話題にしていただければと思います。 

（竹村会長） 

 ありがとうございます。ほかにございますか。いろいろ重要な問題が含まれていますので、ぜ

ひ今日の意見を参考に作業を進めていっていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

 

（４）基準病床数について 

 

（竹村会長） 

 それでは、続いて（４）の基準病床数について、事務局から説明をお願いいたします。 

 

（事務局より、資料４－１、４－２に基づき説明） 

 

（竹村会長） 

 ありがとうございました。こちらにつきまして、ご質問やご意見はございますでしょうか。 

 もう既に３年の差で、660以上の基準病床が増えるという計算ですけれども、よろしいですか。

それでは、特例の活用の有無についての検討ということです。資料４－２で、相模原地域は基本

パターンで計算した場合、７次の基準医療病床数は、現在の６次基本病床数よりも減少して、な
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おかつ517床の過剰ということになりますけれども、2020年の人口推計にしますと、今度は146床

の不足ということになり、これがこの３年間であらわになってくるということです。計画期間の

途中で基準病床数を変えるのはなかなか難しいとなると、来年からの基準病床数を決めるのに、

今の2016年で計算するか2020年で計算するかで大きな差が出てくるわけです。これは特例を使っ

て2020年の人口推計も選べるというわけですけれども、こちらに関して意見はどうでしょうか。 

（小松委員） 

 これは考え方だと思うのですけれども、2016年に関してはもう過去の数字で、確かに相模原地

域のベッドが足りないという声は余り聞こえてこなかったと思うのですが、2016年の人口で、

2016年の病床機能報告での実績として、もう過ぎたものを見ています。2020年に関してはこれか

ら約３年後の数字ということですが、実際に今、既存病床が6,564床あって、かつ相模原地域の

病床利用率は、国が定めた病床利用率の下限の、一般0.76、療養0.90で計算しているということ

を考えると、病床利用率が１から２％上がればおそらく飲み込めてしまう数字なのかなという気

はします。ですから、そういう意味では、この2020年だけを見れば、今慌ててこのポジションを

とっておかなくてもいいのかなと、個人的には思います。 

（竹村会長） 

 まずは今の2016年でよろしいということですね。ほかにご意見はございますか。 

（高野委員） 

 相模原協同病院の話なのですけれども、新築移転ということが本決まりになり、今の計画です

と、ちょうど2020年に完成ということになります。ですから、ここのところで基準病床の見直し

タイミングとありますけれども、2020年というところも一つは生かしてもらいたいなという考え

はございます。 

（竹村会長） 

 具体的にどのくらい増床したいと思っているのですか。 

（高野委員） 

 いや、協同病院は、増床はしません。 

（竹村会長） 

 療養病床を順次、介護の施設に転換していくというような流れもあると聞いていますけれども、

今、相模原市内では既存の病床が将来的にどのくらい減るということは推定できますか。 

（小松委員） 

 現在の介護療養病床が介護医療院に転換した場合でも、今のところ、この基準病床数には含ま

れるので、数字上ここから消えていくことは、今のところはないと思います。 

（竹村会長） 

 消えないのですね。 

（小松委員） 

 療養病床の一ジャンルとして、今のところはとりあえずそういうことになっています。もしか

すると、いずれ外されてしまうかもしれなくて、それはちょっと心配です。 

（井出委員） 
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 介護医療院は介護にコンバートしてもカウントされるのですか。 

（小松委員） 

 今のところはカウントされるということにはなっています。ただ、介護医療院の老健タイプや

外づけタイプとなってくると、それが病院のベッドの基準病床としてどうなのかという話はいず

れ出てくるかもしれないですけど、今回のこの計算においては、医療の基準病床数の中に介護医

療院の数は入っています。 

（井出委員） 

 介護医療院の報酬もまだ年明けまで決まらないですから、今は実際、コンバートするかどうか、

かたずを飲んで見守っている病院がたくさんあると思います。介護医療院がコミットされること

になると、前提条件がすっかり変わってしまうと思いますけれども、含まれるのだったら、よろ

しいかと思います。 

（竹村会長） 

 県のほうの意見としても、それでよろしいですか。 

（事務局） 

 はい、それで結構です。 

（海野委員） 

 今議論しているのは来年度以降の基準病床数の話で、要は2016年人口を選んだ場合は、相模原

は病床過剰地域で、基本的に増床が難しい地域ということになりますよね。実際に、もう来年・

再来年や、近い将来の増床計画についてはそれぞれの病院はそれなりの計画をもう既に持ってい

る。もちろんいろいろな制約で断念するかもしれないし、基本的に回復期病床が足りるか足りな

いかという議論はあるけれども、そういう方向に向かって機能転換をすることを考えているとこ

ろも多いでしょうし、その中で、単純に病床を転換するというだけではなく、増床を考えるとい

う経営戦略も十分あり得ると思います。そういう観点で考えると、その辺の実情がどうなのかと

いうことを少し含んだ上で、2016年をとるのか2020年をとるのかというのを考えないと、実際に

これから将来の2025年の必要病床を地域で確保するに当たって、それに適合する方向で経営戦略

を考えている病院も、うまくそれに対応できなくなってしまう危険があるかなという気はします。

ですから、その辺のところを十分に検討した上でどちらをとるかということは、地域として決定

していくというようなプロセスがとれれば、一番いいかなと思います。 

（竹村会長） 

 土屋先生、どうでしょうか、病院協会の中で今の病院のほうで増床計画のある、あるいは増床

が望ましいと考えている病院はあるのでしょうか。 

（土屋委員） 

 実際問題、それを考えているのは、実はうちの病院だけしかないのかなと思っています。二次

救急もやらなければいけない急性期病院で、しかもこれからの高齢化に対応していかなければい

けないところで、二次救急用の一般病床を削ってそれまで作るかというと、非常に悩ましい問題

になるわけです。ある程度病床に余裕のある病院なら転換という選択肢もあると思いますけれど

も、増床が認められないとなると、うちの計画は断念しなければいけないのかなと今ちょっと考
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えているところです。ほかにそういう病院があるかどうか、また地域包括ケア病棟を持っていな

い急性期病院の中小病院が今後整備を考えているかどうかは、まだヒアリングはしていないとこ

ろです。 

（金田委員） 

 相模原病院の金田です。私どもも外来管理棟の建築を33～34年に竣工ということで、今計画し

ております。現状では、稼働率からいって増床する必要はないのですけれども、高度急性期を増

やすつもりは毛頭ありません。私どもは今４床だけハイケアを持っていますけれども、これから

やはり介護から在宅、そしてそれを支えていく後方支援、バックベッドというか、そういうタス

クが私どもにはあるのだろうと思います。例えば24時間365日そういうことに対応できる病院が

絶対必要になってくるわけで、そういうところに一部をシフトする必要が出てくるだろうと私は

考えています。 

 ただ、これが来年度、まず一つのステップになると思いますけれども、どういう形で在宅のほ

うに移行していくのか。それによって、いわゆる医療難民みたいな形で、具合が悪くなった高齢

者の方が、救急車で運ばれてきて、急性期の患者さんとして来るわけです。そういう人たちを受

け入れるために、どれだけのベッドが必要になってくるかは、ちょっと読めないのです。２年ご

とに、どういう報酬がつくかにもよると思いますし、そういうところで想像ができない、読めな

いというところが現状ではあると思います。 

（廣瀬代理） 

 初参加ですが、意見を申し上げます。私の病院は75床の小さな病院で、相模原市内にもこうい

った100床未満の病院は幾つかあると思います。こういう病院は、本当に事業を継続するのか、

病床をそのまま同じようにやっていくのかということを、喫緊の問題として抱えていると思いま

す。ここにお集まりの先生方は大きな病院の方が多いのですが、やはり小さな病院は、本当に病

院をやっていくのかというところから考える必要があります。病床数を増やさなくても、我々の

ような病院がもうやめますというところも当然あり得ると思います。 

 なので、この市全体で、パイをどうするかというところをまず決めていただくと、我々のよう

な中小病院は、それに基づいて、では自分たちはどういうポジションでやっていくかというのを

明確にしていきやすい。また、それによって病床を減らすか、あるいはお隣の後継者がいない病

院とくっついて一緒にやっていこうとするか、我々のような病院は後継者もいなくて、私はまれ

なほうですので、本当にもうやめようかなという病院が幾つかあります。ですから、地域として

まず大きな病院がどういうポジションで、どういう医療を、どの病床できちんとやっていくかと

いうことを決めていただいて、我々はそれに対して自分の病床のバランスを考えていくというほ

うがいいと思います。まず適正なパイをどうするかをしっかりと議論していただいて、その中に

は、中小病院は今までどおりやっていくという前提はないです。それに応じては我々も事業を構

築する必要があると思っているし、実際、私は増築も改築もしないつもりで生き残っていく道を

探しています、とても借金を返せなくなってしまいますので。そういう病院は多いと思います。

そういった、100床未満の病院もどうするのか、やるのか、やらないのかというところも含めて

議論をしないと、本当に病床数というのはわからないのではないかと思います。 
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（竹村会長） 

 うまい形で検証しながらベッドを維持していかないと、ただやめてしまうと今度は増床ができ

ないという形になりますので、そこが非常に難しいですよね。 

（廣瀬代理） 

 100床未満の病院が、今の形で50年後にあるとはとても思えません。こういった社会の変革期

に生き残るために、どこも必死で小さいなりに考えていると思うので、おそらく100床未満の病

院が今のまま残っていくということはあり得ないと思います。それは我々が主体的に意見をして

決めていくことではないのですけれども、この数がこうなってしまうと我々はこうできないので

すと言うのではなくて、もうちょっと包括的な議論のほうが、それに追随して病床を減らしたり

するところも出てくるのではないかと思いますし、在宅医療に転換したりするところも出てくる

のではないかと思います。 

（渡辺委員） 

 やはり地域包括ケア病棟というか病床の使い方がまだはっきりとしていないのですが、高齢者

の方が在宅と病院を行ったり来たりするところの受け入れのベッドをどう確保していくのか。一

般の急性期のところで本当に高齢者の救急をすぐ受け入れられるのかというと、年齢と病状、あ

と認知がありますというだけで断られることが多いと思います。そこが一番問題になると思うの

で、そこのところにベッドがどのくらい必要なのか。あと療養病棟で高齢者の救急を引き受けて

くださいと書いてあるけど、それがすぐできるのかというと、やはりそこの体制をつくるのが相

当難しいです。医師の確保、看護師の確保が難しいですから。そういう意味で、本当にこの地域

にどういう機能の病床が必要なのかというところを見きわめた上で、それぞれの病院の機能、ど

ういうところに何床必要かというところを見ていかないと厳しいのかなと私は思います。 

（小松委員） 

 どのパターンを選択するかは病院で意見統一しない限り進まなくて、会長も困ってしまうと思

いますが、今日は別にこれは決めなくていいのですよね。特例を使うかどうかは、今日決めなく

てはいけないということになりますか。 

（事務局） 

 それも今日決めなくても大丈夫です。 

（小松委員） 

 基本的にはそれも含めて病院協会で、一つという形のまとめにして、次までに反映させるとい

う形にしたほうがいいと思います。 

（竹村会長） 

 また議論をするということですね。時間もないので、次は遅くとも１月ということになります

が、ぜひそこで取りまとめて、また議論のたたき台を作っていただきたいと思います。この件に

関しましては、これでよろしいですか。 

（事務局） 

 県の医療課長の足立原でございます。少し遅くなりまして申し訳ございませんでした。 

 基準病床数に関しましては、本当にさまざまなご意見があるかと思います。小松先生のご意見
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も正しいですし、ほかの先生方の2020年をとるという意見も考え方でございます。基準病床数に

は色はございませんので、数を決めた後で、どういう病床か、回復期なのか、地域包括ケア病床

なのか、後方支援なのか、そのあたりは事前協議の中で決めることができるということはご承知

おきください。あくまでも基準病床数というのは、それ以上作れないという病床数です。 

 あと、例えば2020年の推計人口を使って基準病床数を算出し、今の計算上は146床が出ますが、

これをすぐ募集に出すのか、146床全部出すのか、例えば小分けにして、とりあえず100床だけ出

してみようかとか、そういう議論もできます。そこで、回復期にしようとか、細かくこういう条

件の病床が必要だから、これを募集しようとか、こういうところも地域で決めることができると

いうこともご承知おきいただければと思います。 

（竹村会長） 

 この間の勉強会のときにそれが問題になったのですけれども、この調整会議でコントロールで

きるということですね。 

（事務局） 

 そうです。もちろん決めるのは最後、県なのですけれども、既存の病床数が基準病床数を上回

ってしまっていると募集はできませんが、下回ったときにある程度の調整はできると考えていた

だいて結構でございます。 

（竹村会長） 

 とりあえずこれだけの募集を出すという形で調整をお願いすることはできるということですね。

146床といっても、そのまま全部出すのではなくて、という形ですね。 

（事務局） 

 そうです。その辺も含めて、先ほど小松先生がおっしゃったように、今日決める場ではござい

ませんので、さまざまなご意見をいただいた中で、こちらとしても勘案したいと考えております。 

（竹村会長） 

 今の話も参考にして、また検討していけたらと思います。では、今日は意見もまだ統一されて

いないということなので、特例を使うかどうかということについては、また次回の話し合いでと

いうことで、その間にぜひ病院協会のほうでもいろいろな病院のご意見を聞いていただいて、大

体のたたき台を作っていただければと思います。 

 

（５）医療と介護の一体的な体制整備について 

 

（竹村会長） 

 それでは、引き続き（５）の医療と介護の一体的な体制整備についてということで、事務局か

ら説明をよろしくお願いします。 

 

（事務局から資料５に基づき説明） 

 

（金田委員） 
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 すみません、何かキツネにつままれた感じなのですけど、この協議というのは、今まで示され

ていなくて、突然出てきましたが、この会議でやることなのですか。私は、介護に関しての調整

会議は別のメンバーを選んで、かぶる人もいるかもしれないけど、やるものだと思っていて、い

つ始まるのか、もう始まっているのかなと思っていたのです。だけど、今の話を聞くと、この会

議がこれもやると自動的に決められているのですか。これは別の会議があるのですか。 

（事務局） 

 医療と介護の関係の協議の場ということでは、この会議と、現在、圏域単位で、市町村と県と

の間で、行政の間で会議を行っております。 

（金田委員） 

 これは行政の方だけで語れる話ではないですよね。これから介護の施設が介護医療院になった

り、一方的に通院と決められたＣ３の点数の人でも、入院が必要な人がいるかもしれないし、在

宅と言っても、その中で、居宅だけではなくてサ高住とか何だとかいろいろあるわけでしょう。

それも数が足りているわけではない、人もいないという中で、こういう数字だけ出されて、それ

で「これでいいですよね、お認めください」みたいなことを一方的に言われるのは、正直とても

びっくりしています。これはそういう専門的な人たちとか実際に看護をやっている人たちと十分

に話し合うべき、ものすごく重要なところで、ここが整備されない限り、私たちが話している、

いわゆる医療保険を使う、一般病床だ、療養病床だと言っている話はできないと思います。受け

口がどうなるかということに関して、ものすごく変わってきます。先ほどの廣瀬先生の話もそう

だけど、ああいう病院がどんどん閉鎖していったら、残った病院で廣瀬先生がやっているような

ところの受け入れをやらなくてはならないわけです。そうすると、そういう部分のベッドまで用

意しなければいけない。当然のことだけどタスクシフトしなければいけない、タスクシェアもし

なければいけない。今そんなことまで考えていないですよね。 

（事務局） 

 金田先生、ありがとうございます。これは国からの指示にもとづいて行っていることなのです

が、先生がおっしゃるとおり介護側での煮詰めはまだまだ足りないと思っています。今、ご説明

しましたのは、実はまだ途中段階のやわらかい段階でお出ししたものなのですけれども、先ほど

の基準病床数の議論から流れてきた話がありまして、基準病床数の計算の中で、機械的に、療養

病床の医療区分１の70％は在宅等に移行する分として、これは引かれてしまっているわけです。

引かれているから、そこの受け口を介護側でつくってくださいと。 

 資料５の最後のページにあるのが70％の数字です。そもそもこれが７割も来ないのではないか

という話はあるのですけど、それは置いておいて、この７割を受けるというのは、市町村側の介

護施設等の整備計画の中にない話です。それは医療から流入してくるからです。この流入分をど

れだけ見込むかというのもあるのですけど、それをどう受けるかというのを市町村と一緒に、も

ちろん関係者と一緒に話し合いましょうというお話でございます。 

 国からこの「医療と介護の協議の場」を設けるよう指示があり、これはどこかで作らなければ

いけないというのがあります。相模原市さんはもともとそういう介護関係者の会議もあり、当然

そういう整備計画等も市が中心となってやっている中で、また行政は行政で受け口をこれまで話
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し合ってきた次第でございます。ですので、逆にここで決めましょうという話ではなくて、どう

してもこの場はどちらかというと医療の関係者の方が多いですから、これを逆に受ける側はどう

していくかというところの課題をいただきながら我々が持ち帰って、また既存の別の会議体など

も利用しながら、そういうところを、もちろん市と一緒に、話し合っていきたいと考えていると

ころでございます。 

（金田委員） 

 そうですよね。 

（海野委員） 

 金田先生と疑問は一緒ですが、この協議の場というのは誰と誰の協議の場かという問題ですよ

ね。我々はこの地域医療構想調整会議は医療の当事者と行政と関係者と、その地域の人たちとい

うことでやってきていて、それは理解できます。だけど、介護の話が出てきたときに、ここに相

模原市の人はいるけど、介護の人は１人もいない。要するに介護の立場から、現場の立場から、

こういうことができるか、できないかという現実的な議論する人がどこにもいないところで何の

協議をするのかわからない、というのが金田先生も言いたいわけですよね。 

 でも、今の事務局からのご説明だと、それは単に、国から言われたのでしようがなく、こうい

う題名で協議を行うことを形式的に作っているだけで、実際にはこの協議の場は、要するに医療

と介護の協議の場を作るつもりはありませんとしか聞こえなかったのですけど、そうなのですか。 

（内田委員） 

 市の保険高齢部長の内田です。今、市のほうでは、介護関係については第７期高齢者保健福祉

計画を作っています。その中で、やはり施設の整備量というのをどう見ていくのかというのが一

つの重要な要素で、特に2025年に向けて後期高齢者が大分増えています。その中でしっかり介護

難民が出ない形にしていくというのが大事です。今現在、市の中では介護認定者数を推計してい

まして、その認定者数の伸びを見ながら、今、在宅でどのくらいやっているか、施設でどのくら

いか、そして施設の中でも特養はどうかと個々に分析をしまして、その分析結果を、医療と介護

の両方の専門家から出ていただいている検討会議、実務者会議の中で、意見交換をしてございま

す。そうした中で、おおむね整備量というのが見えてくるのですが、意見を聞きながら、最終的

には今細かい数字が出ないものですから、数字は市のほうにお任せいただきたいということで一

つけりがついています。 

 ただ、その中で一番気になっているのが、今回、医療から介護への調整分として518という数

が出ていて、そのうちの７割を在宅で、３割を介護施設でという形で出ていますが、その部分は

やはり介護側で吸収していかなければいけない部分なのかなと。ただ、介護施設分として、ここ

では156という数字が出ていますが、これについては介護医療院の問題があって、そこの中でど

れだけ吸収していただくかということが一つの関心事になっています。それはなぜかというと、

今まで医療保険で賄っていた部分が全部、介護保険で見なければいけないということで、施設の

問題もありますが、むしろ財政的な問題として考えています。 

 もう一つ、７割の在宅医療の方は、在宅の高齢者を見ていただける、医療の支えの部分は大丈

夫かなと見ているところでございます。在宅医療の方の介護的な部分は、そこそこ対応できてし
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まうのかなと思っていますが、むしろかかりつけ医の問題とか訪問看護の問題とかはどうなのか

なというところで見ているのです。いずれにしても、ここの部分は、どういう形で調整をされる

のかなというのは、私どもも考えて、県と意見交換をしたいと思っていた点でございます。 

（竹村会長） 

 ほかにありますか。金田先生のご意見ですが、この、介護のほうに無理やり押し込んでくると

いうのは地域医療構想の中のメインのテーマであって、一番最初に提示されているところです。

ですから、最初はやはり病院機能とか病院の病床数の問題がメインになってきましたので、その

話から入りましたけれども、これも必ずこの会議で避けて通れない問題で、この辺のところは

我々としては非常に頭を痛めていたところで、７割も帰れるかという話から始まっている。いず

れにしても、これはもう既定の事実として対応していくしかない問題で、病床数とか病院の話と

同様に、今度は介護の方は、これも医療の行う介護、介護に関わる人たちの医療をどう提供して

いくことも話し合っていくことが、この会議の重要な話題になります。それが今これから始まる

ところだと思うので、いきなりというわけではないと私は思います。 

（金田委員） 

 これは国の方針ですから、実際にこんな力技で、今、医療保険を使っている人たちを何とか介

護保険のほうに持っていくのだと、そして在宅といっても居宅ではなく、施設に入ったりするの

だと、それで医療保険を使うのは外来だけにしていく、おそらくそういうことですよね。では、

その外来はどこが受けるのか。それから、介護士の人数をふやしただけで在宅医療ができるかと

いうと、実際非常に難しいわけです。私は今年２カ月間、在宅で母を看取りましたが、介護士だ

けでなく、家族や訪問看護師の負担も大変なのが現状です。母は東京都ですけど。 

 そういう中で、施設もどうなるかわからない状況で、こういう力技の話をするのも非常に問題

だし、竹村先生も今おっしゃっていましたが、この部分が、本当にこんなことができるのかと、

問題だったのです。さらに言えば、受け口の問題であっても何もできていないわけです。そして

さらに言えば、先ほど海野先生がおっしゃったように、ここを語るには介護の現場の人たちを入

れない限り、ここの人間だけで話しても絶対無理だと思います。 

（高野委員） 

 この会議を長くやってきましたけれども、我々の認識からすると、いわゆる病床機能、病床の

数ということでやりましたけれども、結果的にはこの（病床の）問題が解決しないと、やはりこ

の（介護の）問題に来ないのではないかと思います。廣瀬先生の言うことは、私は非常によくわ

かります。いわゆる急性期をやっている病院が、それこそ2025年、2020年にはどういう体制で作

るのかというのを、もうそろそろ病院協会の中でも言っていかないと、いつもこの会議をやって

も、これはもう無理なのではないか。 

 特に相模原市の場合は救急医療が非常に問題になっているところでありまして、では、どこが

できるのか、本当に救急ができるのかとか、先ほど言いましたような、いわゆる周産期の問題と

かは我々も非常に苦しんでいます。しかし、この医療行政をどうやるかということも皆で考えな

くてはならないということになってくると、もうそろそろそれぞれの病院、ここに出席していな

い病院もたくさんあるわけで、そういう病院がそれこそ2025年、2020年に、今考えていることは
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こういうことですよというのを出さないと、ここで介護の問題が出てくると、また混乱するので

はないか。 

 まずは相模原の病院協会、会長も出席していますけれども、そこで、それぞれの病院の方向性

を出してもらって、その中で必要病床数はどうかという議論をやっていかないと、いつも集まっ

ているだけで、各論に行かないと、もう無理なのではないかと思います。 

（竹村会長） 

 今後出てくるのは、先ほど言っていた中のワーキングにするか、それから勉強会にするか、少

しそこの中で、これらの下部組織の中でそこを練ってここに出していただくという過程がどんど

ん必要になってくると思います。それは病院のほうの問題もあるし、それから医療介護の問題も

あると思いますから。 

（高野委員） 

 そうなってくると思います。ですから、また会長たちと相談しますけど、病院協会で、まずや

る必要があるのではないかと思います。 

（竹村会長） 

 ぜひお願いします。それで、この中でお願いしなければいけない医療の部分は、入院も含めて

非常に重要なことになってくるので、これだけの需要がまたぼんといくのですよ、 今まで考え

ていた以上に行くのですよということを考えていただかないと対応できなくなると思います。 

（高野委員） 

 最終的には、一体となった介護までの話ですから、それは一体となる医療なのですけど、まず

はやはり病院協会の中で実際にどうするかというのは具体的な話をしてやっていかないと、もう

進まないのではないかという気が私はします。 

（事務局） 

 ご意見ありがとうございます。 

 まず海野先生、すみません、私の言い方が不適切でございまして、医療と介護の協議の場のお

話は、会議体を作ってくれという指示が多い中で、なるべく既存の会議体を利用したいという趣

旨で申し上げた次第でございます。失礼いたしました。 

 そして、高野先生が先ほどおっしゃったように、病院側の病床のビジョン、要はどれだけ病院

が必要なのかというのは、その受け口があるのか、今はなくてもこれからできるのか、そのあた

りが相関関係、補完する関係にあります。先ほどさまざまなご意見をいただきましたので、我々、

県としても市と一緒に詰めまして、また介護の関係者も入れまして、この辺をしっかりと詰めて

いきたいと考えております。やり方は市とも相談なのですけれども、次回12月から１月にまた会

議がありますが、それより前に、例えば先ほど先生もおっしゃったワーキングのようなもの、別

途、病院は病院でやるのか、そういった中で、膝詰めで「いや、介護はこういう状況なのだけ

ど」ということで、話に参加するのか、その辺のやり方も、市も含めて少し調整をさせていただ

きたいというのが一つでございます。 

 それから、今日の資料５の一番後ろのページ、518.51人のあたりに、退棟先として在宅医療が

69.86％で、介護施設が30.14％とありますけれども、小松先生などはよくご存じだと思いますが、



 14

そもそも機械的に医療区分１の７割を引いていますが、実情では、病院協会さんの調査でも、実

情どのくらいが療養病床から在宅に行けるかというと、３割とか４割にいかないくらいという数

字をいただいています。その３割の人たちの退棟先の割合なのです。つまり比較的元気な人が多

いわけです。今の実態で出られる人だから、おそらく在宅等が、サ高住とか有料も含みますが、

比較的多いのかなと考えています。その辺も含めて、実際７割の人を本当に全部出すのかという

と、いや、こんなに在宅が増えるのかなと私は実は思います。そのあたりも皆さんの肌感覚と含

めて、ではどういうビジョンで、どういうふうに振り分けではないですけど、やったらいいのか

を決めていかなければいけないと思っています。 

（小松委員） 

 今回のこの議論は、基本的には現時点では療養病床に入院している患者さんたちの一部を国が

無理やり追い出したときにどうなるかという数字です。それ以外に、実は資料５の２ページのと

ころに表があります。結局その分は、高齢者が増えて、人口が増えていって、今、在宅医療のニ

ーズというのはこの数字の３倍くらいあるわけです。 

 それともう一つは、今、病院に入院されている、いわゆるＣ３未満、225点以下の患者さんは

多分、病院全体でいえば２割くらいいます。その患者さんも全部、入院から出されています。か

つ、その人たちは全部、通院・外来で可能と盛り込まれています。だから、今、入院している人

の中で、もちろん元気になって明日帰っていく人は、２週間後の外来に歩いてくるという人がほ

とんどで、８割くらいはそうだというデータはあるようですけど、残りの１～２割に関してはＣ

３未満になった人は、自宅に帰っているわけでも、通院可能でもないわけです。そう考えると、

国の政策誘導がここにも隠れているので、実態はどこでどうなるかわからない。 

 あとは国が勝手に決めた７割も、実際に自分たちの病院がその患者さんを出せるかというと、

わからないというところは多々あります。これはデータとしての並べ方も相当、無理筋でいろい

ろなものを比べているのかなという気がしますから、在宅医療と介護の施設の対比はあくまで、

今療養型の病院から帰っていく、比較的元気だったり、比較的裕福だったりする人が退院する先

としては７対３で在宅ですけれども、むしろ今帰せない人たちで考えると、現実的にはこの数字

はひっくり返るとは思います。 

（竹村会長） 

 これは初めから問題になるところなので、これが確定というわけではないのですけれども、こ

のような形で進めてくる中で、今日出た意見をぜひまた反映していっていただきたいと思います。 

（海野委員） 

 先ほど内田委員からご説明いただいた、今の実際の相模原市での介護施設との間の協議の中身

といいますか、その辺が大変興味深かったです。その辺はある程度、実際のデータもあると思う

のですけれども、そういうものをここでお示しいただけると、医療側としてもある程度具体的な

イメージを持って、基準病床の議論にも最終的には関わることだと思いますので、その辺も教え

ていただけると大変ありがたいと思いました。 

（細田委員） 

 今現在、相模原市では在宅医療・介護連携推進会議というものをやっております。この会議の
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メンバーは、この会議にご出席の方も半分オーバーラップされているところがあるのですが、医

療・介護関係者はほぼ全部の職種の団体が参加をしております。参加していないのはヘルパーの

団体だけです。ヘルパーは団体を持っていないので、そこだけが欠落しております。 

 そういう形で、介護保険が始まって以来ずっと名前、看板をかけかえながら、在宅医療、施設

の関係などの医療と介護の連携について脈々と議論をし、市がまとめたデータを精査し、今後ど

うするかという議論をずっとやってまいりました。基本的には生のデータというのは、介護保険

の認定のデータがどうなっているかというのが一番現実に即したデータだと思います。それプラ

ス在宅の地域住民の死亡のデータ、どこで亡くなっているかとか、疾病の分類とか、そういう形

のものをもとに市がまとめたデータで議論を大体してきております。そこの団体にはもちろん医

師会、歯科医師会、薬剤師会の三師会、病院協会、それから看護協会、施設の関係、ほとんど全

部出席しておりますので、介護関係は、そちらでかなり煮詰まった議論をして、今後どうするか

という議論を、実は相模原市の場合はしております。 

 今回の病床に関する地域医療構想調整会議は、そういう議論の場に、数字に積極的に我々が物

を言える状態になっています。今まではそういうことを県がしていなくて、県が決めたデータに

対して犬の遠吠えのように我々が文句をつけていたので、この会議体自体がものすごく進歩的で

すが、ただ、地域のことを余り反映しないで全国のデータをぼんと押しつけられて、今それをな

るべく地域に即した形ということで、修正の議論をしているところです。ですから、同じような

形で、これを介護関係のものとすり合わせる。 

介護保険が始まって、医療・介護が完全に分断して、医療側がやっと食い込めたのが主治医意

見書の記載だけでしたが、実際始めてみたら、そこがシームレスだということに10年かかって初

めて気がついたわけです。そういう歴史があるので、これを一緒にするのは非常に大変な作業で、

基本的には医師会で頑張ろうとしてもなかなか難しいことで、主に市を中心にその調整をしてい

ただいているところです。それは現状で脈々と続いていますので、そのデータはお示しをできる

と思っております。 

（廣瀬代理） 

 在宅医療をやっている立場で、この数をどう感じるかだけ、考えを示したいと思います。多分

この数は、普通に在宅医療で問題なくできると思います。介護施設も今いろいろできていますの

で、対応できるのではないかと思います。問題はやはり人がいないということです。また、医療

区分１くらいの方が出ると、当院のデータでは大体３％くらいが１年間に入院してきますので、

300人くらい出ると、この３％程度は、どこかの急性期病院に運ばれるというケースです。介護

施設も大体同じく３％くらいが運ばれてきます。在院期間は大体27日です。なので、その数が在

宅に帰しても必ず１年以内に帰ってくるという形になります。医療区分が上がっていくごとに、

それが２回・３回と増えていって、最終的には長期間入院するというのが今の現実なのです。一

応、私の経験上の数値として、お示しします。 

 先ほどの基準病床については、病床を増やそうかなと思われている病院は、基準病床数を変え

なくてもきっとスペースはできると思うので、その中で多分、病床を増やすことは可能だと思い

ます。私たちの病院が、こういった介護施設などに人員的な資源を投下するかもしれません。そ
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ういうところは、私たち病院では常に考えているので、そうすると病床はもしかすると空きが出

てくると思うので、基準病床数を増やさなくても増床はできるのではないかというのが私の言い

たかったことなのです。 

 在宅医療の面からすると、これは十分対応できる数だと思うのですが、緊急時のバッファとな

る病床なり、介護施設なり、医療と介護の中間くらいを行える設備がないといけないので、その

数は、この数掛ける３％くらい要るという形になります。 

（土屋委員） 

 例えばダウンサイズして、お返しする病床は、今2016年の人口推計で500何床過剰のところで、

吸収されてしまうわけですよね。ですから、流用はできないということで考えてよろしいですか。 

（細田委員） 

 私は訪問診療などをやって、地域で往診をしておりますが、在宅を診ていますと、在宅時々入

院、たまに肺炎になったりといろいろ問題が起きるわけです。そういうときの受け皿となる病院、

いつも私が、救命救急センターをとことん型の救急とすると、まあまあ型の救急というところで、

高齢者、在宅で診ている患者さんを引き受けてくださる病院が、現実問題として非常に不足をし

ております。認知症があるなんていうと、まず入院をＯＫしてくれる病院はほとんどないという

現実があります。ですから、そういう形のシステムをぜひ早急につくる必要があると思います。 

 あとは、廣瀬先生が言われましたけれども、在宅等対応可能数と国が数字を出してきますが、

そのうちに本当に開業医が往診に行き、訪問診療をしている数は思ったほど多くない。相模原市

のデータは、そういうところもありますし、会議体に出席している先生方のお話でも、やはりそ

の数字は思ったほど多くないと。むしろ少な目に見積もるということで、相模原市はそういった

介護保険関係の施設等を少し多目に潤沢に整備をしていただいているところではないかと思いま

す。今、整備率もかなりいいところまで来ていますので、そういう方に関しては、ほかの地区に

比べれば、相模原市は受け入れが非常にしやすいという現状にあります。 

 ただ、入院医療が必要になった場合の、肺炎の治療とか日常起こり得る疾患の治療が非常に厳

しいという現実がありますので、そういうことに関してこの調整会議でご議論をいただいて、医

療と介護の連携を少し推し進めていただければと思います。その辺は２つの会議体をすり合わせ

ればよろしいかと思いますが、ぜひお願いをしたいところです。 

（竹村会長） 

 ほかにいかがでしょうか。ぜひ次回に、今の在宅医療・介護連携推進会議の基礎データを見せ

ていただき、2016年のデータがあれば、代替施設数と患者数の状況、それから、できればそこで

医療が必要なパーセンテージ等も含めて示していただけるとありがたいです。 

 

（６）地域医療介護総合確保基金について 

 

（竹村会長） 

 それでは、引き続き６番に入らせていただきます。地域医療介護総合確保基金について、事務

局の方から説明をお願いいたします。 
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（事務局から資料６－１から６－４に基づき説明） 

 

（竹村会長） 

 何かご意見はございますか。 

（大井田委員） 

 先ほど申しましたＮＩＣＵの件で、大学病院や協同病院も含めて、やはり何らかの人的な、ま

たは経済的な、サポートを県または市が協力してやっていただければ非常に助かります。実は

我々の病院には女医さんがいらっしゃったのですが、もうじきお産なのですが、１カ月間平均日

当直が11回、３カ月間で32回もあるのです。でも、海野先生がおっしゃったように、これ以上は

診られないからといって放るわけにいかないのです。それで結局そういう人たちがうつになって

バーンアウトしていくのです。それでますます医者が少なくなりますから、確かに人材確保はな

かなか難しいのですが、何らかのサポートをぜひ、経済的なものを含めてやっていただきたいと

思っていますので、よろしくお願いします。 

（事務局） 

 大井田先生ありがとうございます。我々は医師確保の取組みのいろいろな協議会も別途やらせ

ていただいているのですが、確かにそういうお声を非常に多くいただいています。今、微々たる

補助等はやっておりますけれども、ハードは別として、確かに人の関係は非常に大事でございま

すので、逆に先生方からもお知恵をいただきながら考えていきたい。この医療介護総合確保基金

というのが、区分１・２・３とあって、３が人材確保なのですが、今、国からの交付は１が一番

大きくて、２・３が縮小傾向にあるので、それはちょっとおかしいのではないかということを、

こちらも声を上げています。１・２・３が流用できないのです。これもおかしいだろうというこ

とで今、声を上げているところです。 

 人材確保については、別に、いわゆる有料職業紹介事業者のマージンの問題もあり、その辺を

どうするか、もちろんいい事業者もありますが、悪いところをどう規制していくかというような

ところも議論がございます。人材確保については、本当にお知恵をいただきながら政策を組んで

いければと思いますので、よろしくどうぞお願いいたします。 

（細田委員） 

 今の有料職業紹介は、うちにもファックスが来ます。看護師が、１名紹介すると60万。そして

１年たったら辞めて他のところに行くという現実があります。医師だともっと高くなりますので、

とんでもない数字になります。そういうところは規制緩和をしたことが裏目に出ているという現

実です。 

 話をもとに戻しますが、この確保基金ですが、我々、相模原市医師会が出しても出してもほと

んど通らないという現状がございます。なぜかというと、ある程度スキームができ上がっている

ところは、新しい事業でなければ通らないという理屈があるようです。相模原市はこれだけ大き

くなっていますと、例えば今後倍増する在宅医療とかに対応するためには、ベッド数などの議論

も非常に大切なのですが、訪問看護なども数と質をかなり強化する必要がございます。そういう
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形での提案をしても、なかなか通らなかったり、他の地区でやりますから相模原市は通りません

でしたとい言われることが多いのですが、やはり一番大事なのは、マンパワーを、きちんとでき

る人を養成することです。特に看護師関係は非常に困っています。まず病院がとっていってしま

いますので、地域の開業医は、看護師がいない診療所がたくさんあります。 

 訪問看護ステーションも数的に、毎年幾つかできて、幾つかその同じ数が消えていきます。そ

れは、24時間体制というのが今当たり前のような風潮ですけれども、24時間やるということは

365日、救急隊員を１人でやっているようなものでございます。 

 医師もやはり同じところがあって、地域での往診をしてくれる先生が非常に少なく、３割くら

いはいるのですけれども、なかなか今後見込めないところがございます。そういうところがグル

ープ化を組むとか、いろいろな対策を今考えている途中でございますけれども、そういった形の

施策はどこの地域でも全部必要なことなので、こういう事業を全県でやってくださいといって、

各地域にばらまくくらいの基金の使い方をぜひすべきかなと私は思います。 

 それからもう一つ、これは区分１・２・３と分かれているのですけれども、医療と介護を連携

することですと、オーバーラップするケースが多いのです。そうしたときに、どちらを出したら

通るのだろうかと、いつも悩ましいところで、そういうことに関しては、私は行政に、相模原市

にぼんといただいて、それを行政の責任において、そういうところの連携をとるような形で予算、

基金をいただけると非常にありがたいと思っております。 

 これは毎年あがって、却下されて返ってきて、毎年そういうことを聞いてくるので、もう少し

うまい使い方ができないのか。予算は100％使われないで４割くらいは残っています。次の年度

に繰り越されたりはしているのでしょうけど。 

それから、地域の特性ということがあります。例えば相模原市の場合はそういう連携に関して、

ケアマネジャーの事務局は医師会の中にあるのです。ケアマネの団体が法人格を持っていないと

いうこともあり、医師会が軒を貸していて、相模原市が医師会に委託をしていただくということ

をしております。そういうことに関して市からは援助をいただいていますけれども、そういう連

携というのが非常に大事になってくるので、連携を非常にしづらい予算のまき方をしているとい

うところがあります。ですから、そういうところを多少オーバーラップしても予算配分がいただ

けるような形をぜひ考えていただきたいです。 

 それから、ＩＣＴについては、県医師会がカルナコネクトのシステムを選定して、これを入れ

てくださいということだったのですけれども、地域には既に既存のものがあるところがあります。

それをパワーアップしたい、バージョンアップしたいといったときには、そういう予算は全く使

えないわけです。ですから、ＩＣＴを導入したいというのは、相模原市もそうですが、県で選定

して、カルナ以外はなしですよ、それに加えても、減らしてもいけない、そういうふうに言われ

てしまうと手を下げてしまうという現実があります。地域には地域の特性があります。そういう

ものを十分加味をしていただいて、自由度を持たせて予算をいただければありがたいです。ぜひ

よろしくお願いします。 

（竹村会長） 

 そうですね。本当にこれはぜひお願いしたいと思います。せっかくこの地域医療構想調整会議
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の中にこの議題が上がってきたので、やはりそれぞれの二次医療圏にある程度、平等に分配する

という考え方を入れていただかないと、今見ていると本当にかなり偏ったところに、偏って配分

されています。ですから、これもぜひ改めていただきたいと思います。 

（渡辺委員） 

 看護協会ですので、看護師の確保のところは非常によく読ませていただきました。一つ、今年

まで継続で行っている事業に関して、来年も継続でいくのか。というのは、中小病院の新人看護

職のための研修がずっと継続して実施されてきたのですけれども、次年度から打ち切られるとい

う話があります。今、看護師の養成の学校が非常に増えています。そういう人たちがかなり中小

の病院に行くわけで、自前で研修をしていくのは厳しい状況になっているときに、そこを打ち切

られてしまうと現場としては非常に困りますということが、看護協会でも、市の看護部長会でも

問題になっています。そこはぜひ継続していただきたいです。 

 あと、やはり看護師の供給というところでは、本当にクリニックも、介護の現場も看護師が足

りないということがあります。ただ、どうしてもライフコースの中で離職しなければいけないよ

うな状況を何とか確保したいというところでは、保育の問題もすごく重要になってきますが、ま

ず生活する拠点の、家を中心にどこで働けるのかということがあります。ナースのキャリアデザ

インを縦軸にしながら、あと、面でその人が一番働きやすい職場、プラス、キャリアアップがで

きるところということをしっかりとカウンセリングできる、サポートできるような仕組みが必要

です。今、ナースセンターが神奈川県の中では相模原に１カ所しかなくて、余り機能していると

は思えません。ナースセンターとハローワークだけではどうしても土日が休みで使えないなどの

課題があります。 

 今、相模原の病院協会、看護部長会と一緒に復職支援をしていますけれども、支援している人

の50％が復職します。看護部長、実際の管理者がキャリアカウンセリングをして、こういう働き

方だったら多分大丈夫だよ、そのためにはこういう施設がいいよ、という非常に細かいカウンセ

リングをしてマッチングするところまで見届けています。そういうきめの細かい人材育成という

か就職のサポートをするためには、まず先ほど言った事務局が必要で、看護部長が管理職をしな

がらやるというわけにはいかないので、カウンセリングはするけれども、そういうところの取り

まとめをする部署をつくってほしい、実際にそこをやっていくことで、市でナースを育成する。

多分これは介護職などにも通じてくると思うのですけれども、１つの施設だけではもう無理なの

で、地域の中でしっかりとそういうサポートシステムをつくっていくということをやっていかな

ければ、多分どんどん質は下がっていくのかなという気がします。 

（金田委員） 

 神奈川県は、ここの何年かで看護学校は、看護大学を含めてすごく増えていて、競争が激しく

なっています。つまり偏在をしているということでしょうか。看護師の学校は増えていますよね。

学生さんの数も1,500人とか増えてきているでしょう。 

（事務局） 

 今日は担当課がいなくて申しわけないのですけれども、近年、確かに大学や専門学校がふえて

いる状況にはございます。 
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（金田委員） 

 でも全然足りないのですか。どこかに行ってしまっているのですか。 

（渡辺委員） 

 400床以上の大きな病院は、もう来年の就職のところでふるい落としが起こっています。とい

うのは、採用するところの人数も制限されていて、新卒の学校からどんどん人材が出てくる。優

秀な人材は多分、大病院のほうに行って、ある程度、一定の水準のところの下の人が中小の病院

に来るのです。こう言っては何ですが、やはりそういう感じなのです。そうすると、ではその人

たちを誰が育てるのか。中小の病院でしっかりと教育システムをこれから構築していこうという

ところもあるので、数を増やすのはすごく重要ですが、資格を持ってもらった人をどう育ててい

くのかというのが一番重要だと思います。資格を持っていなければ、とにかく数が足りなくて、

現場には行き届かない。ただ、どんどん国家資格をあげて、ではご自由にというわけにはいきま

せん。その人たちを５年、10年かけて、しっかりと健康を守れるプロに育てていくというところ

にお金を費やさなければ、ちっとも質は上がっていかないと思います。ただ生活のためにだけ免

許を取ったのですかというナースだけ増えていってしまうと、やはり健康は守れないと思います。 

（井上委員） 

 歯科の立場から、質問とお願いがございます。資料６－３の在宅歯科医療における口腔ケア等

というところで２段に分かれていて、２段目の「地域連携室と連携する休日歯科診療所におい

て」という文言があり、また、素案たたき台の81ページの（１）の一番下の丸のところで、「一

般の歯科医療機関では、治療が困難な」云々と書いてありますけれども、このことは、先ほど言

った休日診療所において診るという中に含んでよろしいのでしょうか。 

（事務局） 

 含まれております。 

（井上委員） 

 それと、戻ってしまうのですけれども、資料３の改定素案たたき台で、フレイルという言葉が

あると思うのですけれども、これはオーラルフレイルも含んでいるということでよろしいのでし

ょうか。黒岩知事もその辺はすごく言っておられるので、もしできればオーラルフレイルという

言葉を別に入れていただきたいと思います。 

（事務局） 

 資料３の高齢者対策のロコモ、フレイルのところは、国の指針の書き方でフレイルとしてしま

ったのですが、在宅歯科を初めとする歯科のところの記述の中で、今回オーラルフレイルという

のは非常に重要な概念だということで、こちらも認識しております。たたき台も、これがまた素

案になって、成案になっていくのですけれども、オーラルフレイルという言葉を必ず入れさせて

いただきますし、盛り込んでまいりたいと思っています。 

（井上委員） 

 もう一つ。神奈川県計画の策定に向けた提案募集という、これは、県の歯科医師会も取りまと

めて19ほど提案させてもらっているのですけれども、その中の抜粋的なものと考えてよろしいの

ですか。 
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（事務局） 

 そうです。 

（井上委員） 

 在宅医療に関係しているのですけれども、要介護者等歯科診療支援事業というものを提案させ

てもらっています。これに関しては、ぜひとも確保基金を使って実現させていただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

（事務局） 

 井上先生、ありがとうございました。それから、先ほどの渡辺先生の中小病院の看護師研修な

どのお話は、今日は所管課が出席しておりませんので、そういうご意見があったということは持

ち帰りまして伝えたいと思います。ありがとうございます。 

（竹村会長） 

 ほかにございますか。よろしいでしょうか。いろいろ建設的な意見が出たと思いますので、ぜ

ひ今後のたたき台の見直しのところで反映していただきたいと思います。 

 

（７）その他 

 

（竹村会長） 

 それでは、その次、参考資料の補足説明になりますか。 

（事務局） 

 参考資料２につきましては、本日ご出席の病院の一部にも行っているかと思いますが、国から

の通知を踏まえて、公的医療機関に対して2025年に向けたプランの策定を依頼した文書になりま

す。これにつきましてはご提出いただいた上で、また次回以降の調整会議などでご報告させてい

ただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

（竹村会長） 

 これに関しては、関係される先生方も多いと思いますけれども、いかがでしょうか。 

（金田委員） 

 私どもはもう既に提出しております。 

（竹村会長） 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、その次です。前回の会議で医療と介護の会議体をつくりたいという意見がありまし

たけれども、その件について事務局から報告があるということなので、こちらは市のほうですか、

よろしくお願いします。 

（事務局） 

 それにつきまして、市のほうから一旦ご報告をさせていただきたいと思います。本日も先ほど

来、議論がされたところではございますけれども、今後の医療・介護連携などを話し合う場を作

りたいということで前回お話をいただきました。実は病院協会からも同様の趣旨の要望をいただ

いていたということもございまして、病院協会の会長・副会長とも意見交換などもさせていただ
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いたところでございます。また、本日も、在宅医療・介護連携推進会議における議論も利用する

というお話もございましたが、そことの調整を踏まえながら竹村会長ともいろいろご相談をさせ

ていただいて、どういった内容のことを、どういった場で議論をしたらいいのかということを検

討させていただきたいと考えております。また、県とも相談をさせていただいて、進めてまいり

たいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

（竹村会長） 

 ありがとうございました。これに関してご意見はございますか。 

（土屋委員） 

 もともとこの問題を市にご提案したのは、救急の現場で高齢者救急が非常に喫緊の問題だとい

うことと、それから介護と医療の推進会議でもうちょっと病院の受け入れの問題をスムーズにと

いう問題がありましたので、そこにいろいろな地域でいろいろな試みがありますので、ぜひとも

そういう会議体をつくって前向きに、というお話をさせていただきました。会議のあり方につい

ては、私の方では判断できませんが、とにかくお願いしたいのは、縦割り行政の中で、介護だっ

たら介護、医療だったら医療ではなくて、横串が入った両方の連携がきちんとできるような会議

体でお願いしたいということです。 

（竹村会長） 

 これはまた話し合いながら、いろいろな勉強会というような形でもできますし、ここの中だけ

ではなかなか話がまとまらないところを、一つのたたき台を作るためのものを必要に応じてやっ

ていくという形でよろしいでしょうか。 

（事務局） 

 会議体のあり方は先ほども言いましたとおり、なかなか難しいのですけれども、介護と医療の

連携会議から答申し、また揉むことがあったらここでやるというような形が必要だと思います。

やはり地域全体で取り組まなければいけないので、ぜひともよろしくお願いしたいと思います。 

（竹村会長） 

 いわゆる勉強会というような形になりますと皆さん手弁当でということになりますけれども、

逆に言うと自由にできますので、ご提案いただければそのような形で積極的に開いていくという

考え方でよろしいでしょうか。 

 それでは、そのような形で、この件についてはまた検討していくということでよろしくお願い

いたします。 

 議題は全て終わりましたが、そのほかで皆様ご意見はございますか。それでは、これをもちま

して、本日の議事を終了させていただきます。いろいろいいご意見が出されました、ご協力あり

がとうございました。今後の検討で、ぜひこの意見を生かしていただけるようにお願いいたしま

す。それでは、進行を事務局にお返しいたします。 

 

閉 会 

 

（事務局） 
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 本日は、活発にご議論いただきまして、ありがとうございます。また、多くご意見をいただい

たと思いますので、それを持ち帰って、また次回会議に生かしていきたいと考えております。 

 それでは、以上をもちまして、会議を終了いたします。どうもありがとうございました。 


